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特定健診・特定保健指導の実施に係る個人情報保護対策について

資 料 ４

○ 保険者における個人情報の取り扱いに関しては、個人情報保護法に基づくガイドライン（「健康保険組
合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」、「国民健康保険組合における個人情報
の適切な取扱いのためのガイドライン」等）が定められている。

○ 保険者は、このガイドラインにおける役員・職員の義務（データの正確性の確保、漏洩防止措置、従業
者の監督、委託先の監督）について、再度周知を図ることが必要。

○ また、特定健診・特定保健指導を外部に委託する際には、個人情報の厳重な管理や、目的外使用の
禁止等を契約書に定めるとともに、委託先の契約遵守状況を管理していくことが必要。

○ 特定健診・特定保健指導の実施に際して知り得た個人の秘密を、保険者の役職員又はこれらの職に
あった者が、正当な理由無く、漏らした場合には、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処せられ
る。

○ なお、特定健診・特定保健指導の実施の委託を受けた者についても保険者の役職員等と同様の守秘
義務が課せられ、違反した場合は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処せられる。

【ガイドラインの遵守】

【守秘義務規定】

特定健診や特定保健指導の記録の取扱いに当たり、保険者は以下の事項に留意して、個
人情報保護の観点から適切な対応を行うことが重要。
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【守秘義務規定】（保険者に対するもの）

◎健康保険法（平成２０年４月１日施行部分）

（秘密保持義務）

第百九十九条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、健康保険事業に関して職務上知り得た秘
密を正当な理由がなく漏らしてはならない。

第二百七条の二 第百九十九条の二の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に
処する。

◎国民健康保険法（平成２０年４月１日施行分）

第百二十条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者が、正当な理由なしに、国民健康保険事業に関
して職務上知得した秘密を漏らしたときは、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する

◎船員保険法（平成２０年４月１日施行分）

第九条ノ四 船員保険ヲ管掌シタル政府ノ職員又ハ職員タリシ者ハ船員保険事業（第三章第四節乃至第六節及第七節
第一款ニ規定スル保険給付ニ関スル事業ヲ除ク）ニ関シテ職務上知得シタル秘密ヲ正当ノ理由ナクシテ漏ラサザルべ
シ

第六十七条 第九条ノ四ノ規定ニ違反シテ秘密ヲ漏ラシタル者ハ一年以下ノ懲役又ハ百万円以下ノ罰金ニ処ス

◎国家公務員共済組合法（平成２０年４月１日施行分）

（秘密保持義務）

第十三条の二 組合の事務に従事している者又は従事していた者は、組合の事業（短期給付に係るもの及び福祉事業に
限る。）に関して職務上知り得た秘密を正当な理由がなく漏らしてはならない。

第百二十七条の二 第十三条の二の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処
する。

（参考１）
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◎地方公務員等共済組合法（平成２０年４月１日施行分）

（秘密保持義務）

第十九条の二 組合の役員若しくは組合の事務に従事する者又はこれらの者であつた者は、組合の事業（短期給付に係
るもの及び福祉事業に限る。）に関して職務上知り得た秘密を正当な理由がなく漏らしてはならない。

第百四十六条の二 第十九条の二の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処
する。

◎私立学校教職員共済法（平成２０年４月１日施行分）

（秘密保持義務）

第四十七条の四 事業団の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者は、共済業務（事業団法第二十三条第一項第
六号及び第八号並びに同条第三項第一号及び第二号の業務に限る。）に関して職務上知り得た秘密を漏らしてはなら
ない。

第五十二条 第四十七条の四の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

【守秘義務規定】（特定健診等の実施の委託を受けた者に対するもの）

◎高齢者の医療の確保に関する法律（平成２０年４月１日施行）

（秘密保持義務）

第三十条 第二十八条の規定により保険者から特定健康診査等の実施の委託を受けた者（その者が法人である場合に
あつては、その役員）若しくはその職員又はこれらの者であつた者は、その実施に関して知り得た個人の秘密を正当な
理由がなく漏らしてはならない。

第百六十七条 第三十条の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。
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健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン
（平成１６年１２月２７日（厚生労働省））（抜粋）

４． 安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督(法第20条～第22条)

（１） 健保組合等が講ずるべき安全管理措置

① 安全管理措置

健保組合等は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全管理のため、組

織的、人的、物理的、及び技術的安全管理措置を講じなければならない。その際、本人の個人データが漏えい、滅失

又はき損等をした場合に本人が被る権利利益の侵害の大きさを考慮し、事業の性質及び個人データの取扱い状況等

に起因するリスクに応じ、必要かつ適切な措置を講ずるものとする。なお、その際には、個人データを記録した媒体の

性質に応じた安全管理措置を講ずる。

② 従業者の監督

健保組合等は、①の安全管理措置を遵守させるよう、従業者に対し必要かつ適切な監督をしなければならない。なお、

「従業者」とは、当該事業者の指揮命令を受けて業務に従事する者すべてを含むものであり、また、雇用関係のある

者のみならず、理事、派遣労働者等も含むものである。

「健康保険組合における個人情報保護の徹底について」(平成14年12月25日保険課長通知)では、健保組合に対して、

服務規程等において、健保組合の役職員について職員の守秘義務を課すこととしている。

（参考２）
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（２） 安全管理措置として考えられる事項

健保組合等は、その取り扱う個人データの重要性にかんがみ、個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の

安全管理のため、その規模、従業者の様態等を勘案して、以下に示すような取組を参考に、必要な措置を行うものと

する。

また、同一健保組合が複数の事務所(支部)を有する場合、当該事務所(支部)間の情報交換については第三者提供
に該当しないが、各事務所（支部）ごとに安全管理措置を講ずるなど、個人情報の利用目的を踏まえた個人情報の安
全管理を行う。

① 個人情報保護に関する規程の整備、公表

・ 健保組合等は、保有個人データの開示手順を定めた規程その他個人情報保護に関する規程を整備し、苦情への
対応体制も含めて、健保組合等のホームページへの掲載のほか、パンフレットの配布、事業所担当窓口や健保組合
等の掲示板への掲示・備付け、公告等を行うなど、被保険者等に対して周知徹底を図る。

・ また、個人データを取り扱う情報システムの安全管理措置に関する規程等についても同様に整備を行うこと。

② 個人情報保護推進のための組織体制等の整備

・ 従業者の責任体制の明確化を図り、具体的な取組を進めるため、健保組合等における個人情報保護に関し十分な
知識を有する管理者、監督者等を定めたり、個人情報保護の推進を図るための委員会等を設置する。

・ 健保組合等で行っている個人データの安全管理措置について定期的に自己評価を行い、見直しや改善を行うべき
事項について適切な改善を行う。

③ 個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の整備

・1)  個人データの漏えい等の事故が発生した場合、又は発生の可能性が高いと判断した場合、

2) 個人データの取扱いに関する規程等に違反している事実が生じた場合、又は兆候が高いと判断した場合

における責任者等への報告連絡体制の整備を行う。

・ 個人データの漏えい等の情報は、苦情等の一環として、外部から報告される場合も想定されることから、苦情への
対応体制との連携も図る。(Ⅲ10．参照)

④ 雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備

・ 雇用契約や就業規則において、就業期間中はもとより離職後も含めた守秘義務を課すなど従業者の個人情報保
護に関する規程を整備し、徹底を図る。
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⑤ 従業者に対する教育研修の実施

・ 取り扱う個人データの適切な保護が確保されるよう、従業者に対する教育研修の実施等により、個人データを実際の

業務で取り扱うこととなる従業者の啓発を図り、従業者の個人情報保護意識を徹底する。

⑥ 物理的安全管理措置

・ 個人データの盗難・紛失等を防止するため、以下のような物理的安全管理措置を行う。

－入退館(室)管理の実施

－盗難等に対する予防対策の実施

－機器、装置等の固定など物理的な保護

⑦ 技術的安全管理措置

・ 個人データの盗難・紛失等を防止するため、個人データを取り扱う情報システムについて以下のような技術的安全

管理措置を行う。

－個人データに対するアクセス管理（ＩＤやパスワード等による認証、各職員の業務内容に応じて業務上必要な範囲

にのみアクセスできるようなシステム構成の採用等）

－個人データに対するアクセス記録の保存

－個人データに対するファイアウォールの設置

⑧ 個人データの保存

・ 個人データを長期にわたって保存する場合には、保存媒体の劣化防止など個人データが消失しないよう適切に保

存する。

・ 個人データの保存に当たっては、本人からの照会等に対応する場合など必要なときに迅速に対応できるよう、イン

デックスの整備など検索可能な状態で保存しておく。

⑨ 不要となった個人データの廃棄、消去

・ 不要となった個人データを廃棄する場合には、焼却や溶解など、個人データを復元不可能な形にして廃棄する。

・ 個人データを取り扱った情報機器を廃棄する場合は、記憶装置内の個人データを復元不可能な形に消去して廃棄

する。

・ これらの廃棄業務を委託する場合には、個人データの取扱いについても委託契約において明確に定める。
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（３） 業務を委託する場合の取扱い

① 委託先の監督

健保組合等は、レセプトのパンチ（入力）・点検業務、健康保険被保険者証の印刷作成、人間ドック等の健診、保健

指導等個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合、法第２０条に基づく安全管理措置を遵守させるよう受託

者に対し、必要かつ適切な監督をしなければならない。

「必要かつ適切な監督」には、委託契約において委託者である事業者が定める安全管理措置の内容を契約に盛り込

み受託者の義務とするほか、業務が適切に行われていることを定期的に確認することなども含まれる。

また、業務が再委託された場合で、再委託先が不適切な取扱いを行ったことにより、問題が生じた場合は、健保組合

等や再委託した事業者が責めを負うこともあり得る。

② 業務を委託する場合の留意事項

健保組合等関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合、以下の事項に留意すべきである。

・ 個人情報を適切に取り扱っている事業者を委託先(受託者)として選定する

・ 契約において、委託している業務の内容、委託先事業者、個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込み（委託

期間中のほか、委託終了後の個人データの取扱いも含む。）、契約内容を公表する

・ 受託者が個人情報を適切に取り扱っていることを定期的に確認する

・ 受託者における個人情報の取扱いに疑義が生じた場合(被保険者等からの申出があり、確認の必要があると考えら

れる場合を含む。）には、受託者に対し、説明を求め、必要に応じ改善を求める等適切な措置をとる

・ なお、個人情報保護の観点から、可能な限り、個人情報をマスキングすることにより、当該個人情報を匿名化した上

で、委託するよう努めること。

・ また、委託するに当たっては、本来必要とされる情報の範囲に限って提供すべきであり、情報提供する上で必要とさ

れていない事項についてまで他の事業者に提供することがないよう努めること。
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③ 業務を再委託する場合の留意事項

健康保険組合は、個人情報に関する処理の全部又は一部を再委託する場合、以下の事項に留意すべきである。

・ 個人情報を含む業務を再委託すること自体は禁じられてはないが、健康保険組合との直接の契約関係を伴わない個

人情報に関する処理の再委託は行わないこと。（「健康保険組合における個人情報保護の徹底について｝（平成１４年１

２月２５日保保発第1225001号)の「４．個人情報の処理に関する外部委託に関する措置」)

・ なお、個人情報を含む業務の再委託や個人情報に関する処理の再委託をする場合には、個人情報保護の観点から、

可能な限り、個人情報をマスキングすることにより、当該個人情報を匿名化した上で、委託先から再委託先へ個人情報

が提供されないよう努めること。

この場合において、健保組合は第一次委託先と委託契約を締結するに当たっては、第一次委託先が、上記通知の基

準に掲げる事項を遵守するよう委託契約上明記することはもちろんのこと、これに加え、当該委託契約において、再委託

するに当たっては、第一次委託先は、当該再委託契約上、再委託先に対して、同通知の基準に掲げる事項を遵守するこ

とを明記するよう、第一次委託契約上明記すること。


